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国内における地球温暖化対策のための排出削減・吸収量認証制度（Ｊ－クレジ ット

制度）利用に係る約款（プロジェクト実施者向け） Ver.1.2（案） 

 
（目的） 

第１条 本約款は、Ｊ－クレジット制度実施要綱（以下「実施要綱」という。）に定める

プロジェクト実施者と制度管理者との関係を規定するものである。 

 
（定義） 

第２条 本約款において使用する用語は、実施要綱において使用する用語の例による。 

 

（制度利用に当たっての合意事項） 

第３条 プロジェクト実施者は、Ｊ－クレジット制度（以下「本制度」という。）を利用

するに当たり、以下の事項に従わなければならない。 

１ 基本文書の内容を確認の上、これに従うこと。また、基本文書の最新の内容について確

認するとともに、かかる内容に変更又は改廃等があった場合には、当該変更又は改廃等

が施行される日以降（ただし、制度管理者が特に必要と認めた場合には、当該変更又は

改廃等について遡及的に）、その内容に従うこと。 

２ 制度管理者により、必要な情報の提出が求められたときは、速やかに制度管理者の指示

に従うこと。 

３ 制度管理者に対する報告内容においては、プロジェクトの状況を適宜適切に反映させ、

必要かつ正確な情報を提供するするとともに、情報の正確性に疑義が生じた場合、速や

かに制度管理者の指示に従うこと。 

４ プロジェクトの実施に関連する各種法令等を遵守すること。 

 

（個人情報） 

第４条 制度管理者は、個人情報について、「個人情報の保護に関する法律についての経

済産業分野を対象とするガイドライン」、「環境省所管事業分野における個人情報保護

に関するガイドライン」又は「農林水産分野における個人情報保護に関するガイドライ

ン」を参照し、「個人情報の保護に関する法律」を遵守しなければならない。 

２ プロジェクト実施者は、制度管理者が、本制度の運営に必要な範囲で、プロジェクト実

施者の情報を関係者に提供することをあらかじめ承諾する。 

 
（免責事項） 

第５条 本制度の利用に伴い、何らかの経済的又は社会的問題等が発生した場合には、全

てプロジェクト実施者の責任で対処しなければならない。また、本制度の利用によりい

かなる損失が生じても、制度管理者及び委員会は責任を負わず、プロジェク 
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ト実施者は、制度管理者及び委員会に対して一切の責任分担を求めない。 

 

（反社会勢力等の排除） 

第６条  制度管理者は、プロジェクト実施者及び当該プロジェクト実施に関わる全ての者

（以下、プロジェクト実施者等という。）が次の各号の一に該当すると認められるときは、

当該プロジェクト実施者等による本制度及び本制度に係る全ての措置の利用の停止、当該

プロジェクト実施者等の保有口座の閉鎖、当該プロジェクト実施者のクレジットの移転、

無効化、償却、取消の制限、それらの措置の公表等を行うことができる。 

１ プロジェクト実施者等が、暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律

（平成３年法律第７７号）第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）であると

き又は法人の役員等（役員又は支店若しくは営業所の代表者、その他経営に実質的に関与

している者をいう。以下同じ。）が、暴力団員（同法第２条第６号に規定する暴力団員を

いう。以下同じ。）であるとき 

２ 役員等が、自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を加え

る目的をもって、暴力団又は暴力団員を利用するなどしているとき 

３ 役員等が、暴力団又は暴力団員に対して、資金等を供給し、又は便宜を供与するなど直

接的あるいは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、若しくは関与しているとき 

４役員等が、暴力団又は暴力団員であることを知りながらこれと社会的に非難されるべき関

係を有しているとき 

５ プロジェクト実施者等が、自ら又は第三者を利用して次の各号一に該当する行為をして

いるとき 

  一暴力的な要求行為 

  一法的な責任を超えた不当な要求行為 

  一脅迫的な言動をし、又は暴力を用いる行為 

  一偽計又は威力を用いて他社の業務を妨害する行為 

  一その他各号に準ずる行為 

  

（約款の変更等） 

第７条 制度管理者は、予告なく本約款を改訂することができ、また、特約を別に定め、

また改訂することができる。また、約款等を制定又は改訂したときは、本制度のホーム

ページ上に速やかに記載する。 

２ 本約款等に定めがない場合、プロジェクト実施者は、制度管理者の指示に従わなければ

ならない。 

 
（本制度の変更、中止又は終了） 

第８条 本制度は、制度管理者の政策変更により、いつでも制度の一部又は全部を変更、

中止又は終了することができる。この場合、本制度のホームページへの掲示により、事

前にその旨を告知しなければならない。 

２ 前項に基づき制度が変更、終了又は中止されたことによりプロジェクト実施者に損害等
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が発生しても制度管理者及び委員会は一切責任を負わない。 

 
（準拠法及び管轄裁判所） 

第９条 本約款の準拠法は、日本法とする。 

２ 制度管理者及びプロジェクト実施者は、本約款に定めのない事項及び本約款に関して生

じた疑義又は紛争等については、制度管理者及びプロジェクト実施者で十分協議の上、

その解決に向けて努力しなければならない。 

３ 本約款及び特約に基づく権利及び義務について、本条第２項に定める協議によって解決

できない事項がある場合は、東京地方裁判所をもって第一審の専属的合意管轄裁判所と

する。 

 
附則 

１ 本約款は、2013 年 5 月 10 日から施行する。 


